
                                                                                              

                                                                      

番号 目     的 調査時期 調査方法 主な調査項目

1 5年ごと 抽 出 ・従事産業

・雇用形態

10月1日 調査員調査 ・転職希望

・無業者の意識

・前職の状況

2 毎 年 全 数 ・経営組織

6月1日 ・従業者数

国直轄調査 ・現金給与総額

調査員調査 ・原材料使用額

・出荷額

・有形固定資産

3 毎 月 抽 出 ・従業者数

・商品販売額

調査員調査 ・商品手持額

郵 送 調 査

4 鉱工業生産の動 毎 月 抽 出 国が指定する鉱産物、・指定品目の生産

態を明らかにし､ 工業品を生産する事   高、出荷高、在

施策に必要な基 調査員調査 業所   庫高､原材料､生

礎資料を得る。 郵 送 調 査   産設備・能力 

・従業者数

5 毎 年 全 数 ・学校数

5月1日 ・学級数

郵 送 調 査 ・児童･生徒･園児

　数

・教職員数

・就学免除者数

・学校土地･建物

  面積

・卒業後の状況

毎 年 抽 出 ・発育状況  

  身長･体重  

・健康状態

  視力･聴力・眼
  の疾病､その他

　の異常

調  査  対  象  等

工業の実態を明
らかにし、施策
に必要な基礎資
料を得る。

商業を営む事業
所の販売活動の
動向を明らかに
し、施策に必要
な基礎資料を得
る。

学校に関する基
本的事項を調査
し、学校教育行
政上の基礎資料
を得る。

児童・生徒及び
幼児の発育、健
康状態を明らか
にし、学校保健
行政上の基礎資
料を得る。

工 業 統 計 調 査

小学校、中学校、高等

学校、幼稚園、認定こ

調 査 統 計 課

小学校、中学校、高等

種学校

　全学校約500校 

（他に文部科学省直接

調査４校＝国立）

製造業に属する従業者

ども園、特別支援学

校、専修学校及び各

就業構造の実態
を明らかにする
ため、男女別、
年齢階級別、教
育別等の就業状
況に関する基礎
資料を得る。

（経済セ
ンサス実
施年を除
く)

延べ70事業所 

商業動態統計調査

工業動態統計調査

学 校 基 本 調 査

4人以上の事業所

約2,000事業所

136事業所

学校、幼稚園及び認定

こども園 

6

4～6月

郵 送 調 査

平成２９年度に実施する統計調査等について

約8,200世帯（H24）

平成２９年２月１６日

調　 査　 名

就業構造基本調査

学校保健統計調査

約150校

市町村教育委員会

資料１５ (当初予算関係)
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番号 目     的 調査時期 調査方法 主な調査項目調  査  対  象  等調　 査　 名

7 毎 月 抽 出 ・就業状態
・仕事の種類

調査員調査 ・就業時間
・求職の理由

8 毎 月 抽 出 ・主要生産品
　 ・事業内容

調査員調査 ・常用労働者数
郵 送 調 査 ・労働時間

・現金給与総額

毎 年 抽 出
7月31日 調査員調査

9 「製造業｣､｢卸 四 半 期 抽 出 【動向調査】
売・小売業｣､ ごと ・業況の水準
 ｢宿泊業､飲食 6・9・12・調査員調査 ・売上金額
サービス業」又 3月 ・営業利益
は｢サービス業」 ・在庫
を営んでいる個 ・資金繰り
人経営の事業所 ・設備投資
の経営の実態を ・雇用状況
明らかにし、個 【構造調査】
人企業に関する
基礎資料を得る｡

10 商品小売価格、 毎 月 抽 出
サービス料金、
家賃及び宿泊料 調査員調査 ・サービス料金
を調査し、消費 ・住宅の家賃
者物価指数その ・ホテルの宿泊料
他物価に関する
基礎資料を得る｡

11 毎 月 抽 出 ・収入(種類・金
  額)

調査員調査 ・支出(品名･数量
  ・金額)
・年間収入(世帯 
  主・家族)
・貯蓄残高
・負債残高

　

世帯における家
計収支の実態を
毎月把握し、経
済施策等の基礎
資料を得る。

雇用、給与及び
労働時間につい
て、毎月の変動
を明らかにし、
施策に必要な基
礎資料を得る。

・二人以上の世帯
  秋田市　96

・家賃調査
  秋田市、湯沢市の
  民営・公営賃貸住宅

  約4,350世帯

　湯沢市   2
     計　 10世帯

  湯沢市　24
     計　120世帯

・単身世帯
  秋田市 　8

労 働 力 調 査

毎月勤労統計調査

  約260事業所
・第２種

特 別 調 査

個人企業経済調査

小売物価統計調査

家 計 調 査

約400世帯

・常用労働者1～4人 
  約500事業所

 (常用労働者30人以上)

・第１種

 (常用労働者5～29人)

  約240事業所　

・価格調査 ・各種生活用品の
　小売価格

・3月のみ企業の
  構造全般

  秋田市、横手市
 H30.1～3月
  大仙市、能代市

2市40事業所
　(各市20事業所)
 H29.4～9月
  大仙市、秋田市
 H29.10～12月

  約270店舗 

完全失業率など
国全体の雇用･
失業の実態を明
らかにし、経済
政策や雇用対策
等のための基礎
資料を得る。

  秋田市、湯沢市の

・宿泊料調査  
　３ホテル
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番号 目     的 調査時期 調査方法 主な調査項目調  査  対  象  等調　 査　 名

12 毎 月 市町村の ・出生･死亡数  
報告  (年齢･男女の別)

・転入･転出者数
 (県内県外別)
・世帯の移動数

13 毎 月 市町村の
報告

・移動の主な理由
・男女の別
・年齢

14 毎 月 抽 出

郵 送 調 査

15 5年ごと 抽 出 調 査 ・製造品出荷額

16 毎 年 度 各種データ ・県内総生産
の積算、全 ・雇用者報酬
国値の分割 ・企業所得
による推計 ・民間最終消費支

  出
・政府最終消費支

回 帰 分 析   出
一 部 積 算

17 毎 年 度 県民経済計 ・市町村内総生産
算を各種の ・市町村民所得
統計指標を
用いて市町
村値に分割

18 毎 月 各種データ ・先行指数
により算出 ・一致指数

・遅行指数
        

※ 国の委託を受けて実施する調査 : １１件（番号  １～１１）
 　県が単独で実施する調査等　   : 　７件（番号１２～１８）      計 ： １８件

※ オンライン回答が可能な調査  :   ８件（番号  １～６、８、１０）

人口移動の理由
について、その
実態を把握し、
施策に必要な基
礎資料を得る。

本県の鉱工業の
生産動向を明ら
かにし、施策に
必要な基礎資料
を得る。

本県の年齢別･
男女別人口及び
世帯の移動状況
を明らかにし、
施策に必要な基
礎資料を得る。

鉱工業総合136品目、
電力・ガス事業2品目

転出入者（県内での転

出者を除く）

県内景気動向に関連す

る21の指標

市町村の経済規模、
構造、成長率、所得
水準等

製造業の約1,000事業
所

を生産する主な事業
所
延べ218事業所

市町村
年 齢 別 人 口
流 動 調 査

景 気 動 向 指 数

平 成
28 年 度

秋 田 県 商 品
流 通 調 査

秋 田 県
県 民
経 済
計 算

秋田県市町村民
経 済 計 算
(平成27年度) 

27 年 度
（確報）

（速報）

平 成

秋 田 県
人 口 移 動 理 由
実 態 調 査

秋 田 県
鉱工業生産指数
作 成 調 査

秋 田 県

市町村の経済活
動を定量的に明
らかにする。

県内景気の現状
を把握する。

県内の経済活動
を定量的に明ら
かにする。

秋 田 県

生産、分配、支出の
三面から捉えた県経
済の規模、構造、成
長率、所得水準等

・移動前後の都道
  府県名

・調査品目の生産
  量

地域間の商品流
通状況を把握す
る。
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